
（款）　 （項）　10児童福祉費 （目）　15母子福祉費

◎ひとり親家庭等医療の経費

【総合計画上の位置づけ】
健やかで心豊かに暮らせるまち
健康福祉：すべての市民が健康で安心して生活を送ることのできる環境が整っているまち

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
(1)

・

【事業費】

主な支出内訳
・

　臨時的任用職員賃金 40
　医療助成事務等消耗品費 61
　受診証印刷製本費 27
　診療報酬明細書印刷製本費 36
　審査支払手数料 1,135
　医療費助成システム改修委託料 525
　医療費扶助 47,044

主な特定財源
・ 国県支出金 22,849

ひとり親家庭等医療助成事業

　　　　　　助成件数　　　　延　　20,261件　　月平均対象者　　1,651人

56,489 48,868 7,621

医療費を助成することにより、その生活の安定及び自立を支援し、福祉の増進を図るため。

ひとり親家庭等の経済的負担を緩和し、医療を受けやすい環境を醸成することで生活の安
定と自立を支援する。

ひとり親家庭等医療助成事業
ひとり親家庭等の高校卒業前のこどもとその養育者の、食事療養標準負担額及び生活療養
標準負担額を除く健康保険自己負担分医療費の全額を助成した。一定の所得制限を設け
ている。

】

母子又は父子家庭等のこどもとその養育者

15民生費

ひとり親家庭等医療助成事業 【 保険年金課

（単位：千円）

当初予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額
68,272



事務事業

№/名　称
事務事業 0074 ひとり親家庭等医療助成事業

単　　　位

主管課 保険年金課 関連課 こども相談課

分野名 健康福祉

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　１９年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

※妥当性の評価

① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

年度 19年度 20年度 21年度

目標値

実績値

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名

個別事業名

指　　標

２０年度

事業の変更点・変更理由

指　　標

１９年度 １８年度

175,902人 175,051人

ザイムス
コード及び
個別事業
名

176,484人

評価

評価

評価指　　標

健福-54 ひとり親家庭等医療助成事業
■サービス部門

□支　援　部 門

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

26,885千円 26,960千円 
85千円 14千円 616千円

3,830千円
0.4人

22,849千円 

0.5人 0.4人

32,631円

5,006千円

53,874千円 57,872千円

4,051千円

評価

最終年度（　　年度）

55,369千円 

27,793千円

22年度 最終年度（  年度）

ひとり親家庭の生活の安定及び自立支援による福祉の増進

59,199千円総事業費

48,868千円 53,821千円 

25,934千円 28,258千円

305円 329円 338円

対象者：1,651人

35,396円 38,441円

最終年度（　　年度）

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

指　　標

22年度 最終年度（　　年度）

備　　考



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

担当部名 部長名

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 保険年金課長　　相澤　昭弘

①レセプト点検等の医療費の適正化、疾病予防施策、健康増進施策等の実施
②この事業は県補助対象事業であるが、県は制度の見直しを実施した。市として県と同様
に制度の見直しを行うか検討する必要がある。

　平成20年度から神奈川県が一部負担金を導入した。鎌倉市は、現時点では導入の予定
は無いが、今後導入についての検討が必要となると思われる。

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

　一部負担金導入の制度改正への対応や今後の方向性について、県を含めて他市町村と意見交
換を行った。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

Ｂ

①事業費の抑制
②平成20年度から神奈川県が一部負担金を導入した。鎌倉市は、現時点では導入の予
定は無いが、今後導入についての検討が必要となると思われる。

健康福祉部 石井　和子

一次評価（課長評価）

Ｂ

今後の方向性
　ひとり親家庭等の生活の安定を支援する事業であり、今後も必要である。

　ひとり親家庭等の世帯は、所得が少ない世帯も多いため、経済的負担を緩和させるためにも、制度は
必要である。


